
地域生活定着支援センターの事業及び運営に関する指針【概要】

矯正施設（刑務所、少年刑務所、拘置所、少年院）入所中の支援
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本人との面接
「福祉サービス
等調整計画」の
作成

受入先施設等の確
保のための調整
福祉サービス等の
申請支援等

・矯正施設退所後の受入先施設等の確保
（帰住予定地の決定）
・矯正施設退所後直ちに福祉サービス等を利用でき
るよう環境整備

本人の福祉的ニー
ズ、福祉的支援を
受ける上での問題
点等を把握

作成した計画は、
保護観察所に提出

本人が他県帰住を
希望している場合
は、当該県のセン
ターに必要な対応
を依頼

コーディネート業務
（保護観察所の生活環境調整への協力）

※主な支援対象（≒特別調整対象者）
矯正施設に入所中であり、以下のすべての要件を満たす人

1 高齢（概ね65歳以上）、又は障がいを有すると認められる
2 矯正施設退所後の適当な住居がないこと
3 矯正施設退所後に福祉サービス等を受けることが必要と

認められる
4 上記調整の対象となることを希望している
5 上記調整に必要な範囲内で、個人情報を関係機関等に

提供することに同意している

矯正施設退所後の支援
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受入先施設等に対する本人の処遇、福祉
サービス等の利用に関する助言

フォローアップ業務
（あっせんした施設等へのアフターケア）

本人の意思等の
確認

・本人又は関係機関等に対する助言
・福祉サービス等の利用支援等

関係機関等との連携

○ケース会議、合同支援会議等の開催
個々の利用者に対する支援を円滑かつ効果的

に実施するため、必要に応じて、関係機関等の参
加を求め、個別の利用者の支援のための会議を
開催する。

○連絡協議会への参加
業務を行うために必要な情報を交換し、関係機

関等との連携の強化を図るため、保護観察所が
開催する連絡協議会に参加する。

○その他の日常的な連携相談支援業務
（矯正施設を退所した人に係る福祉的な助言等）

業務

体制 センター員原則4名（1名以上は社会福祉士等、1名はセンター長】、開所日は週5日以上（8h/日・40h/週を目安）、運営規程要、苦情受付窓口要…等々


